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令和５年５月24日（水）

山口県教育庁 学校安全・体育課

山口県観光スポーツ文化部 スポーツ推進課

所管説明事項

令和５年度

第１回やまぐち部活動改革推進協議会
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説明項目

１．令和５年度県の取組について

２．地域クラブ活動について



運動部活動改革のこれまでの経緯・取組について

✓ 「運動部活動の在り方に関する総合的なガイドライン」（平成30年3月）
生徒に望ましいスポーツ環境を構築する観点に立ち，運動部活動がバランスのとれた心身の成長等を重視し，地域、学校、競
技種目等に応じた多様な形で、最適に実施されることを目指す。
生徒のスポーツ環境の充実の観点から，学校や地域の実態に応じて，スポーツ団体、保護者、民間事業者等の協力の下，
学校と地域が協働・融合した形での地域におけるスポーツ環境整備を進める。

✓ 「新しい時代の教育に向けた持続可能な学校指導・運営体制の構築のための学校における働き方改
革に関する総合的な方策について」（中教審答申・平成31年１月）抜粋

✓ 公立の義務教育諸学校等の教育職員の給与等に関する特別措置法の一部を改正する法律案に
対する付帯決議（衆・令和元年11月、参・12月）抜粋

✓ 「学校の働き方改革を踏まえた部活動改革について」（令和２年９月）抜粋

特に，中学校における教師の長時間勤務の主な要因の一つである部活動については，地方公共団体や教育委員会が，学
校や地域住民と意識共有を図りつつ，地域で部活動に代わり得る質の高い活動の機会を確保できる十分な体制を整える取組
を進め，環境を整えた上で，将来的には，部活動を学校単位から地域単位の取組にし，学校以外が担うことも積極的に進
めるべきである。

休日の部活動における生徒の指導や大会の引率については，学校の職務として教師が担うのではなく地域の活動として地域人
材が担うこととし，地域部活動を推進するための実践研究を実施する。その成果を基に，令和５年度以降，休日の部活動の
段階的な地域移行を図るとともに，休日の部活動の指導を望まない教師が休日の部活動に従事しないこととする。

政府は，教育職員の負担軽減を実現する観点から，部活動を学校単位から地域単位の取組とし，学校以外の主体が担
うことについて検討を行い，早期に実現すること。
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（参考）スポーツ庁資料
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（参考）これまでの経緯

R３ R4

国

○全国各地域で実践

研究の開始（～R4）

○地域移行に関する検討

会議 （運動部・文化部）

○運動部活動の地域移行に関する検討会議提言

スポーツ庁へ提出（６月）

○文化部活動の地域移行に関する検討会議」提言

文化庁へ提出（8月）

○「学校部活動及び新たな地域クラブ活動の在り

方等に関する総合的なガイドライン」策定

県

○実践研究の開始 （～R4）

○やまぐち部活動改革推

進協議会の設置（１０月）

○ やまぐち部活動改革推進協議会の開催

○ 実践研究の実施

○ 県・市町担当者オンライン会議の開催

○ 県方針等の策定に向け検討開始

※山口県学校部活動の在り方に関する方針（改訂版）の策定（２月）



5

部活動改革ポータルサイト 開設
～学校部活動の地域連携・地域クラブ活動への移行に向けて～

https://www.mext.go.jp/sports/b_menu/sports/mcatetop01/list/1372413_00003.htm

スポーツ庁

自治体の方
へ

保護者・生
徒の方へ

団体・指導
者の方へ

地域の方へ

○ 部活動改革に係るこれまでの資料
○ 広報資料・QA
○ 全国の取組紹介 など
学校部活動の地域連携・地域クラブ活動への移行に
向けて、必要な情報を一元的にまとめられたサイト

【アドレス】



１．令和５年度県の取組について
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（１）部活動改革に係る周知・理解の促進
① HPやリーフレットによる広報
○ 県のホームページにて、背景・趣旨や国の動向、
県の取組について情報発信

〇 リーフレットの作成により、各関係者への周知

② やまぐち部活動改革セミナーの開催（１１月～予定）
□ 教職員・関係団体等を対象とした、国及び県の方向性や

具体的取組の周知・理解促進

≪県の取組（R5）≫
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（学校安全・体育課）

https://www.pref.yamaguchi.lg.jp/site/kyouiku/152594.html

（スポーツ推進課）

https://www.pref.yamaguchi.lg.jp/soshiki/96/168888.html



（２）実証事業の実施

○ 国委託事業を活用し、希望する市町において、関係

者との連絡調整・指導助言等の体制や運営団体・実施

主体の整備、指導者の確保、参加費用負担への支援等

に関する実証事業を実施

≪県の取組（R5）≫
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※現在、国との調整中

（県所管：スポーツ推進課・文化振興課）



（３）地域移行体制の構築に対する支援

【各市町における協議会や説明会の開催等への支援及び指導・助言】

○ 各市町における連携体制の構築や、部活動改革の背景・趣

旨、方向性等の関係者への周知等に係る支援等

【公立中学校における部活動指導員の配置】

○ 休日における部活動の段階的な地域移行を円滑に推進し、

生徒にとって望ましい活動環境の構築及び教員の働き方改革

の実現を図るため、技術指導が困難な部活動に対し、専門的

な指導や大会への引率等を行う部活動指導員を配置

≪県の取組（R5）≫
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（県所管：学校安全・体育課 義務教育課）

（県所管：学校安全・体育課 義務教育課）



（４）地域移行体制の構築に対する支援
【広域人材バンク及びポータルサイトの設置】

○ 指導者や受け皿団体、スポーツ・文化施設など
県内のスポーツ・文化情報を一元化して提供でき
る広域人材バンク及びポータルサイトの設置

【実技指導等を行う指導者の研修会開催】

○ 地域の指導者等に対し、部活動の地域移行に係
る指導の在り方、活動の運営等に関する研修を行
い、指導者の資質維持・向上

≪県の取組（R5）≫
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（県所管：スポーツ推進課）

（県所管：スポーツ推進課）



≪県の取組（R5）≫

県方針等の策定
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（仮）山口県 新たな地域クラブ活動の在り方等に関する方針

【策定時期】
令和５年中を目途

【内容】
○ 趣旨・背景
○ めざす姿
〇 生徒や地域等に対し見込まれる効果
〇 具体的な取組内容
〇 スケジュール 等
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連携 連携

成案・公表

県各種会議において案の審議

県方針策定に向けた組織体制イメージ

スポーツ推進課
文化振興課
義務教育課
学校安全・体育課
関係各課

○ 県方針の作成
○ 進行管理・総務全般

・学校教育所管部局
・スポーツ・文化所管部局
との情報交換会等により
連携

市町

○ 第２回協議会
（７月下旬を予定）

（仮）山口県 新たな地域クラブ活動の在り方等に関する方針

県

やまぐち部活動改革
推進協議会
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≪説明項目≫

新たな地域クラブ活動について
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≪新たな地域クラブ活動の在り方≫
○公立中学校において、学校部活動が困難となる前に新たに地域クラブ活動を整備。
○学校の教育課程外の活動として、社会教育（主として青少年及び成人に対して行わ
れる組織的な教育活動）の一環としても捉えることができる。
○スポーツ基本法や文化芸術基本法上の「スポーツ」「文化芸術」として位置付けられ
るもの。
○学校と連携し、教育的意義を継承・発展しつつ、スポーツ・文化芸術の振興の充実
を図ることが重要。
○地域のスポーツ・文化芸術団体、学校等の関係者の理解と協力の下、生徒の活動
の場を整備。
○生徒のニーズに応じて複数の運動種目に取り組めるプログラムの提供。
○中学生の生徒だけでなく、他の世代にとっても、気軽にスポーツ・文化芸術活動を行
える環境となり、 生涯を通じた運動習慣作りが促進されることを期待。

地
域
ク
ラ
ブ
の
在
り
方

生涯にわたってスポーツ・文化芸術活動に親しむ機会を確保し、

生徒の心身の健全育成を図るとともに、

地域住民にとってより良いスポーツ・文化芸術環境をめざす

（ガイドラインより抜粋） 15



≪適切な運営や効率的・効果的な活動の推進≫

○希望する全ての生徒を想定する。
従来の部活動に所属していた生徒はもとより、学校部活動に所属していない生徒、
文化活動所属・運動が苦手・障害のある生徒など

参
加
者

［地域の組織・団体］
総合型地域スポーツクラブやスポーツ少年団、スポーツ協会、スポーツ推進委員、競
技・ 文化芸術団体、クラブチーム、プロチーム、民間事業者、フィットネスジム、大学 等

［学校と関係する組織・団体］
地域学校協働本部や保護者会、同窓会、複数校の部が統合して設立する団体 等

・関係者からなる協議会などにおいて、緊密に連携する体制を整備
・活動計画等を策定・公表
・活動中のトラブルや事故等の対応を含む管理責任の主体を明確

運営団体・・・各地域クラブ活動を統括する団体のこと

実施主体・・・地域クラブ活動を行う団体等のこと

※運営団体及び実施主体は、同一の団体となる場合も考えられる。

※『スポーツ団体ガバナンスコード＜一般スポーツ団体向け＞』（スポーツ庁）に準拠

した運営

運
営
団
体
・

実
施
主
体
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適切な運営や効率的・効果的な活動の推進≫

○ 専門性や資質・能力を有する指導者の確保
○ 「『学校部活動の在り方に関する方針【改訂版】』に準じた適切な指導
○ 中央競技団体や文化芸術団体等が作成する指導手引きの活用
○ ICTを活用した遠隔指導ができる体制整備
○ 地域クラブ活動での指導を希望する教師等の兼職兼業

指
導
者

○ 生徒の志向や体力等の状況に適したスポーツ・文化芸術に親しむ機会を指導体
制に応じて段階的に確保

○ 他の世代向けに設置されている活動に一緒に参画

○ 競技・大会志向で特定の種目や分野だけでなく、体験教室・体験型キャンプ、
レクリエーション的な活動、シーズン制など複数種目や分野を経験できる活動、
障害の有無にかかわらず、だれもが一緒に参加できる活動

○ アーバンスポーツ、メディア芸術、ユニバーサルスポーツ、アート活動など複
数の活動を同時に体験

活
動
内
容

○ 「学校部活動の在り方に関する方針【改訂版】」（令和５年２月山口県
教育委員会）に準じ、下記の活動時間を遵守し、休養日を設定
休養日・・・週当たり２日以上の休養日（平日１日、週末１日以上）
活動時間・・・平日２時間程度、休日３時間程度
※ 中学校の定期試験前後の一定期間や市町共通の休養日の設定等の工夫

適
切
な
指
導

17



≪適切な運営や効率的・効果的な活動の推進≫

○ 公共スポーツ施設や、社会教育施設、地域団体・民間事業者などが有する施設。
○ 地域の中学校をはじめ、小学校や高等学校、特別支援学校や、廃校施設も活用。
○ 学校施設の管理運営について、指定管理者制度や業務委託等を取り入る等。
○ 県、市町及び学校は、学校の負担なく学校施設の円滑な利用を進めるため、地
域クラブ活動の利用ルールを策定する。

活
動
場
所

○ 可能な限り、低廉な会費を設定
○ 施設使用料を低廉な額としたり、送迎面の配慮など、経済的に困窮する
家庭の生徒への支援

○ 地元企業等の協力により、支援を受けられる体制整備など
○ 公正かつ適切な会計処理

会
費
の
適
切

な
設
定
等

○ 自身の怪我等を保証する保険や個人賠償責任保険への加入
保
険
の

加
入

学
校
と
の

連
携

○ 平日と休日等で指導者が異なる場合、協議会等の場を活用し、活動方針、
活動状況、スケジュール等の共通理解や情報共有等を綿密に行い、学校を
含めた地域全体で連携

18
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≪休日学校部活動の地域連携・地域移行イメージ≫



≪地域クラブ活動の要件≫

20

○ 地域クラブ活動は、学校部活動の教育的意義や役

割を継承する活動であることを踏まえ、単に中学生

が加入するスポーツクラブ・文化芸術クラブ等とは

区別することも想定される。

○ 国のガイドラインを踏まえ、適切な地域クラブ活

動として運営されることが望ましい。



≪地域クラブ活動の要件≫

（例）
○ 国が通知した、「学校部活動及び新たな地域クラブ活動の
在り方等に関する総合的なガイドライン」に準じた活動を行って
いること。
○ 学校部活動の全部、または一部を引き受ける団体であること。
○ 活動状況について、定期的に生徒の在籍校と情報共有等
が行われていること。
○ 活動中の事故やトラブル等の管理責任が明らかであり、その
解決に向けて、必要に応じて学校と連携する体制が整備され
ていること。
○ 公認スポーツ・文化芸術指導者資格を有している、または市
町が基準として示す指導者研修会等を受講した指導者が携
わっていること。

などの要件が考えられる。
21



≪市町における地域クラブ活動のイメージ≫
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中学校区コーディネーター

地域における持続的な子どものスポーツ・文化芸術活動の機会確保



≪地域クラブ活動の環境整備にむけて≫

地域クラブ活動への移行に向けた環境整備の
ための具体的な検討事項（例）

23



≪地域クラブ活動の環境整備にむけて≫

○理念・運営体制に関すること
・検討体制、運営団体・実施主体等地域移行に関わる課題の整理
（検討体制、運営団体・実施主体、指導者、活動施設等）

・「段階的」の捉え方や地域移行に向けたイメージ

・市町の枠を越えた広域的な連携をもった運営体制

○学校部活動の意義・役割の継承、学校との連携に関すること

・保護者や学校関係者が地域クラブ活動に取り組む生徒の活動の
様子を把握する機会の確保

・休日部活動を地域連携・地域移行することへの保護者や地域住
民の理解促進

○危機管理に関すること

・保険の加入

・危機管理体制、事故対応体制等の整備

・生徒間及び指導者のトラブルへの対応や学校管理外の責任の
所在 24



休日の地域クラブ活動

【位置付け】学校と連携して行う地域クラブ活動
（法律上は社会教育、スポーツ・文化芸術）

■地域の多様な主体が実施。学校は、活動方針、活動
状況や生徒に関する情報の共有等を通じて連携。

学校部活動

【位置付け】学校教育の一環（教育課程外）

学校部活動の地域連携

■合同部活動の導入や部活動指導員等の
適切な配置により生徒の活動機会を確保

指導者 当該校の教師

参加者 当該校の生徒

場所 当該校の施設

費用 用具、交通費等の実費

補償 災害共済給付

指導者 部活動指導員等、関係校の教師
（※ｱｽﾘｰﾄ・ｱｰﾃｨｽﾄ等の人材を含む）

参加者 関係校の生徒

場所 拠点校の施設

費用 用具、交通費等の実費

補償 災害共済給付

運営団
体・実施
主体

①地方公共団体（※複数地方公共団体の連携を含む）

②多様な組織・団体（総合型地域ｽﾎﾟｰﾂｸﾗﾌﾞ、ｽﾎﾟｰﾂ少
年団、体育・ｽﾎﾟｰﾂ協会、競技団体、ﾌﾟﾛﾁｰﾑ、民間事業者、
大学、文化芸術団体、地域学校協働本部、同窓会等）

指導者 地域の指導者（一部教師の兼職兼業）

参加者 地域の生徒（※他の世代が一緒に参画する場合を含む）

場所
学校施設、社会教育施設、公共のスポーツ・文化施設、
地域団体・民間事業者等が有する施設

費用 可能な限り低廉な会費＋用具、交通費等の実費

補償 各種保険等

学校部活動の地域連携、地域クラブ活動への移行の全体像のイメージ

活 動 体 制

運営団体・実施主体例

スポーツ協会

大学

総合型地域
スポーツクラブ

プロチーム

競技団体

民間
事業者

地域での
多様な活動

市

区

町

村

（
ス
ポ
ー
ツ
・
文
化
振
興
担
当
部
署
、
教
育
委
員
会
、
福
祉
部
局
等
）

総
括
コ
ー
デ
ィ
ネ
ー
タ
ー

中

学

校

協
議
会

文化芸術
団体

・活動方針、活動状
況や生徒に関する情
報の共有
・管理責任の明確化

等

スポーツ
少年団

連携連携

コ
ー
デ
ィ
ネ
ー
タ
ー

※市区町村が自ら運営団体となることもある。 25

■少子化の中、持続可能
な体制にする必要

（学校や地域によっては
存続が厳しい）

■地域の実情に応じた
段階的な体制整備

地域の実情に応じ、
当面は併存

各自治体における
地域クラブ活動とは…



【やまぐち型】
「子どものスポーツ・文化活動の機会確保・充実に向けた部活動改革」イメージ図

〇 中学生の子どもたちが自らの興味・関心に応じてスポーツや文化活動に親しめる機会を確保できる新たな
環境を構築するという目標を達成するため、行政・各団体・学校・地域が一体となって推進

PTA

地域スポーツ
団体

民間企業
NPO

総合型地域ス
ポーツクラブ

大学等

保護者

地域住民

学校運営
協議会

社会教育
団体

地域
文化団体

各競技
団体

スポーツ文化
芸術指導者

子どものスポーツ・文化活動
の機会確保

学校体育
団体

学校文化
団体

□ 実施主体の整備
□ 指導者の確保方策
□ 学校以外の施設確保方策
□ 保険の在り方
□ 支援方策の検討
□ スポーツ・文化団体との
連携（大会・コンクール）

県・市町地域スポーツ
・文化関係部局

〇 兼職兼業の整理
〇 移行期の部活動の在り方
〇 教員採用・人事配置
〇 高校入試の見直し
〇 学校施設活用の検討
〇 大会・コンクールの在り
方等(中体連・中文連）

県・市町
教育委員会

やまぐち部活動改革推進協議会・県各会議


